
【人材育成・職業訓練】

エビデンス構築の進捗状況

今後の予定

１．雇用・就労に係る施策（職業訓練等）

（１）職業訓練、雇用保険、職業紹介等の分析対象データの準備

・公共職業訓練等の効果の分析を進めるにあたり、職業訓練に加え、雇用保険や職業紹介等、必要
となるデータを精査中。

・業務横断的な分析を目的とした「データマート」を中心にして、分析に更に必要なデータを個人
等を識別する番号で紐付ける作業を行い、準備中。

（２）公共職業訓練等の効果の分析

・（１）のとおりデータを準備しつつ、データマート等が整備されており、すぐに分析に着手可能
な公共職業訓練（離職者訓練）に注目して分析を行っている。

・離職者訓練の受講により、再就職しやすくなるか、希望する職種・雇用形態の職に就きやすくな
るか、人手不足産業や成長産業への移動が促進されるか、等の観点で分析を進めている。

・内閣府、有識者とも月に約１回ペースで打合せ（直近では10月１日）を実施し、有識者から助言
を踏まえて、分析を進めている。

・（２）について、年内を目途に、分析結果等をとりまとめ予定。

・その後は、他の雇用・就労に係る施策についても、同様のデータを用いてエビデンスを確認できる
かを検討予定。
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【社会保障：予防・健康づくりの推進】

エビデンス構築の進捗状況

今後の予定

１．特定健診

・大規模実証事業（特定健診・保健指導）において、諸外国における予防・健康づくりに係るエビ
デンスレビュー（文献検索）を実施。

- USPSTF（米国予防医学専門委員会）による文献検索の結果、高血圧・糖尿病・脂質異常症・
肥満に対するスクリーニング検査・生活指導介入が高く推奨されていることを確認。

・大規模実証事業（特定健診・保健指導）において、NDBデータを用いて特定保健指導が健診結果に
与える影響を、回帰不連続デザインを用いて推定。

－ 体重・HbA1cについては統計学的に有意な減少が認められたが、収縮期血圧・LDLコレステ
ロールについては改善傾向を示しているものの、有意差が認められなかった。

－ 効果的に特定保健指導を実施するための実施方法等の見直しの必要性が指摘された。

・特定保健指導について、第三期（2018年～）より「介入成果に着目したアウトカム指標（腹囲２
㎝以上、体重２kg以上の改善）に基づいた「モデル実施による積極的支援」を新たに導入。

・特定健診・保健指導について、大規模実証事業において、医療費適正化及び健康増進双方の観点か
ら検証を行っており、事業効果及び事業目的について明確化を図る。

- 特定保健指導の実施率が高い保険者等の保健指導内容を、アンケートやヒアリングを通じて
実証フィールドで収集し、特定健診・保健指導の効果的な実施方法を検証

- 特定保健指導について、従来の指導方法による効果と、アウトカム指標を導入したモデル実
施による効果等を、NDB等のデータを用いて定量的に比較することを検討中。

- 受診者の行動変容につながり、成果が出たことを評価する方向（アウトカム評価の導入、保
健指導内容の見える化など）（11月に検討会を立ち上げ予定）

・その上で、特定健診・保健指導のあり方の見直しを検討する。 2



エビデンス構築の進捗状況

今後の予定

２．医療費適正化の取組

・後発医薬品の使用促進については、保険者ごとの取組（例：差額通知、パンフレットの配布）の有
無が、保険者ごとの後発医薬品の使用割合にどの程度寄与しているのか、重回帰分析などの統計解
析を実施中。

- 取組の有無：保険者データヘルス全数調査
- 後発医薬品の使用割合：NDBデータ

・重複投薬、多剤投薬の防止などの医療費適正化効果については、先行研究のレビューを実施すると
ともに、保険者の取組の効果の定量的な分析のために必要なデータの定義付け・収集方法を、引き
続き検討する。

・効果的な医療費適正化の取組を確認し、2024年度からはじまる第４期医療費適正化計画の策定に向
けた検討に反映していく（2021年7月の医療保険部会で議論を開始）。

【社会保障：医療・福祉サービス改革】
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【その他】

エビデンス構築
の進捗状況

今後の予定

３．医療扶助

○医療扶助のガバナンス強化に向けた保健医療施策との連携等に関する調査分析等

医療扶助について、そのガバナンス強化に向けた保健医療施策との連携及び地域における効果的な
健康管理支援等の実施を図るため、

①調査研究事業により、令和３年１月に施行された被保護者健康管理支援事業の全国の取組状況を
把握するとともに、健康管理支援に関する保健医療施策全般との連携に係る好事例を収集しつつ、
今後の他制度との連携・協働の在り方について検討予定。（令和３年度末取りまとめ予定）

②NDBデータを活用し、医療扶助と医療保険加入者の医療費の地域差分析及びそれぞれの地域差に与
える要因（年齢構成・疾病分類等）の比較分析を実施予定。（令和３年度中）

・①の検討結果を踏まえ、中期的に医療扶助のガバナンス強化の観点も考慮しつつ、必要な対応を検
討。

・②の分析結果について、都道府県等に対しその活用方策も含め提供し、データを活用した健康管理
等の取組を推進。
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